
【歳入】 （単位：円）

款 決算額 項 決算額

1　国民健康保険税 3,083,148,454 1　国民健康保険税 3,083,148,454

2　国庫支出金 10,278,000 1　国庫補助金 10,278,000

3　都支出金 8,186,725,126 1　都補助金 8,186,725,126

4　繰入金 1,585,446,594 1　一般会計繰入金 1,585,446,594

5　繰越金 140,350,527 1　繰越金 140,350,527

6　諸収入 34,381,418 1　延滞金、加算金及び過料 21,237,597

2　市預金利子 0

3　雑入 13,143,821

合計 13,040,330,119 ‐ 13,040,330,119

【歳出】 （単位：円）

款 決算額 項 決算額

1　総務管理費 26,436,602

2　徴税費 22,343,672

1　療養諸費 7,009,643,390

2　高額療養費 882,191,988

3　移送費 0

4　出産育児諸費 38,640,000

5　葬祭諸費 6,000,000

6　結核精神医療給付金 12,669,564

7　傷病手当金 1,028,178

1　医療給付費分 3,039,312,214

2　後期高齢者支援金等分 1,097,332,933

3　介護納付金分 496,868,115

1　特定健康診査等事業費 115,604,024

2　保健事業費 16,463,366

5　諸支出金 171,829,662 1　償還金及び還付金 171,829,662

6　予備費 0 1　予備費 0

合計 12,936,363,708 ‐ 12,936,363,708

【年間平均被保険者数】 令和３年度 前年度

年間平均被保険者総数 28,681 29,330 人

　　うち一般被保険者 28,681 29,329 人

　　うち退職被保険者 0 1 人

令和３年度 国民健康保険事業会計決算（見込）総括表

　　※被保険者１人当たりの額について、一般、退職の区分があるものについてはそれぞれの年間平均
　　　 被保険者数から、その他は返還被保険者数総数から算出している。

4　保健事業費 132,067,390

1　総務費 48,780,274

2　保険給付費 7,950,173,120

3　国民健康保険事業費
　 納付金

4,633,513,262

資料１



【歳入】 （単位：円）

当初予算額 決算見込額
被保険者
１人当たり 決算額

被保険者
１人当たり

3,009,661,000 3,083,108,663 107,497 3,067,018,062 104,573
被保険者数は減少したものの、課税限度額の引き上げや収納率が
上がったため。

21,000 39,791 - 686,408 686,408
退職被保険者等の数の減
（年間平均　Ｒ２　１人　⇒　Ｒ３　０人）

東日本大震災・新型コロナウイルス感染症に係る減免に対する財政支援
として、減免額の4/10を補助（残り6/10は特別調整交付金） 1,000 10,278,000 358 47,137,000 1,607

令和２年度に新型コロナウイルス感染症の影響により国保税の減
免制度が創設された。申請件数の減により、減少となった

2 社会保障・税番号活用推進費
社会保障・税番号制度システム整備費補助金として国保資格オンライン
化に伴うシステム改修費の係る補助（補助率10/10）。 0 0 0 2,681,000 91 Ｒ２年度に事業が完了したため

普通交付金（療養の給付等の全額及び審査支払手数料のうち現物分相
当額を100％交付）
特別交付金（保険者努力支援、特別調整交付金、都２号繰入金、特定健
康診査等負担金）

8,036,550,000 8,147,956,126 284,089 7,699,610,492 262,517
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えや
疾病罹患の減少等により保険給付費等の交付金が減となっていた
が、令和３年度は医療機関への受診が増加となったため。

国保事業健全運営化補助 58,938,000 38,769,000 1,352 58,938,000 2,009
都費補助金の算定項目である特定健康診査の受診率や特定保健
指導の実施率において加点が低かったため

- 1,696,743,000 1,585,446,594 55,279 1,552,650,785 52,937

1  保険基盤安定繰入金

①保険者支援分：低所得者数に応じ保険税額の一定割合を公費で補填
（負担割合　国1/2,都1/4,市1/4)、②保険税軽減分：低所得者の保険税
軽減分を公費で補填（負担割合　都3/4,市1/4)
 国及び都の負担分は市の一般会計に歳入され、それらの額に市の負担
割合の額を足した額を市の一般会計から繰出金として歳出

425,211,000 447,853,104 15,615 436,766,553 14,891 対象世帯数の増による

2  事務費繰入金 総務費ほか事務に要する費用 95,190,000 73,085,444 2,548 60,260,766 2,055
隔年実施の被保険証一斉更新による印刷製本費、郵便料の増に
よる

3　出産育児一時金等繰入金 出産育児一時金×2/3 36,400,000 25,760,000 898 26,400,327 900

4　財政安定化支援事業繰入金
保険者の責に帰することができない特別な事情に基づくと考えられる要
因（①応能割保険税能力の不足、②病床数が特に多いこと、③高齢者が
特に多いこと）に着目した繰入金

1,000 2,561,000 89 4,776,000 163

5　特定健診・保健指導分繰入金 特定健診・特定保健指導に係る繰入金 82,686,000 54,348,046 1,895 50,116,139 1,709 特定健康診査・特定保健指導の実施件数の増による

6　その他一般会計繰入金 赤字補填等のための法定外繰入金 1,057,255,000 981,839,000 34,233 974,331,000 33,220 医療費の増などによる歳出の増による

5　繰越金 1　繰越金 - 10,000,000 140,350,527 4,894 91,486,474 3,119 令和２年度の歳入と歳出の差引による繰越額の確定による

- 41,000,000 21,139,764 737 19,267,529 657

- 300,000 97,833 - 270,367 270,367

2　市預金利子 - 1,000 0 0 0 0

- 5,000,000 3,980,775 139 4,036,317 138

- 1,000 0 0 0 0

- 1,000,000 8,893,206 310 6,035,151 206

- 1,000 20,664 - 0 0

70～74歳の一部負担金増（1⇒2割）凍結措置による保険者の負担増加
分を補填する負担金の不当利得返納金 1,000 0 0 0 0

- 11,000 249,176 9 1,982,319 68

合計 - - 12,859,229,000 13,040,330,119 454,668 12,551,799,904 427,951

1　国民健康保険税 1　国民健康保険税

1　一般被保険者国民健康保険税
【均等割】39,900円（H22～26）、41,900円（H27）、43,900円（H28～29）、
　　　　　　44,900円(H30～)、47,900円（R2～）
【所得割】7.8％（H22～29）、8.1％(H30～)、8.3％（R2～）
【限度額】73万円(H24～26)、77万円（H27）、81万円（H28）、
　　　　　　87万円（H29）、89万円(H30)、93万円(R元）、96万円（R2）、
　　　　　　99万円（Ｒ3）

2　退職被保険者等国民健康保険税

款 項 目 費目の説明
令和３年度 令和２年度

前年度からの主な増減理由

令和３年度 国民健康保険事業会計歳入決算（見込）

3　一般被保険者返納金

4　退職被保険者等返納金

6　雑入

2　国庫支出金 1　国庫補助金

1　災害臨時特例補助金

5　都支出金 1　都補助金

1　保険給付費等交付金

2　都補助金

-

4　繰入金 1　一般会計繰入金

1　一般会計繰入金

1　繰越金

5　指定公費負担金

6　諸収入

1　延滞金、加算金及
び過料

1　一般被保険者延滞金

2　退職被保険者等延滞金

1　市預金利子

3　雑入

1　一般被保険者第三者行為納付金

2　退職被保険者等第三者行為納付金



【歳出】 （単位：円）

当初予算額 決算見込額
被保険者
１人当たり

１件当たり 決算額
被保険者
１人当たり

１件当たり

1　一般管理費
臨時職員賃金、印刷製本費、郵便料、
回線使用料、委託料等 29,269,000 23,197,047 809 21,642,032 738

隔年実施の被保険者証一斉更新の該当年であったた
め、需用費（印刷製本費）、役務費（郵便料）などの支出
が増加したため。

2　運営協議会費 国民健康保険運営協議会運営経費 281,000 231,410 8 20,752 1
会議の開催回数の増に伴い、役務費（郵便料）、委託料
（会議録作成）の支出が増えたため。

3　連合会負担金 東京都国民健康保険団体連合会負担金 3,124,000 3,008,145 105 2,346,480 80 負担金単価の増による（＠80円→＠105円）

2　徴税費 1　賦課徴収費
臨時職員賃金、郵便料、納税通知書等作成
封入委託料等 31,207,000 22,343,672 779 21,761,275 742 納税通知書印字委託及び現地調査業務の増による。

1　一般被保険者療養給付費 現物給付 6,857,000,000 6,875,120,526 239,710 15,005 6,417,964,533 218,827 14,898
一般被保険者数は減少したが、給付件数が増加したた
め（R２ 430,791件 14,898円　⇒　Ｒ３　458,185件
15,005円）。

2　退職被保険者等療養給付費 現物給付 1,000,000 0 0 0 80,626 80,626 6,202
退職被保険者等の人数の減少に伴い給付件数が減少
したため（ 給付件数・一件あたりの給付金額  R２ 13件
6,202円 ⇒ Ｒ３ 0件 0円）。

3　一般被保険者療養費 現金給付 102,000,000 87,507,817 3,051 7,170 82,595,838 2,816 7,322
一件あたりの給付金額は減少したが給付件数が増加し
た（給付件数・一件あたりの給付金額 R２ 11,281件
7,322円 ⇒ Ｒ３ 12,205件 7,170円）。

4　退職被保険者等療養費 現金給付 100,000 0 0 0 0 0 0
退職被保険者等の人数が減少したため
（給付件数・金額  R２ 0件 0円 ⇒ Ｒ３  0件　0円）。

5　審査支払手数料 支払手数料等委託料 53,354,000 47,015,047 1,639 38,867,965 1,325 診療報酬明細書等点検業務委託の増による

1　一般被保険者高額療養費
一部負担金のうち一定額を超えた額の
金銭又は現物給付 865,390,000 880,506,262 30,700 56,932 849,220,077 28,955 58,990

一件あたりの給付金額は減少したが給付件数が増加し
た（給付件数、一件あたり平均給付金額 R２ 14,396件
58,990円⇒Ｒ３ 15,466件 56,932円）。

2　退職被保険者等高額療養費
一部負担金のうち一定額を超えた額の
金銭又は現物給付 100,000 0 0 0 23,982 23,982 23,982

退職被保険者等の人数が減少したため（給付件数・金
額 R２ 1件 23,982円⇒Ｒ３　0件　0円）

3　一般被保険者高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の
合算額が一定額を超えた額の現金給付 2,500,000 1,685,726 59 36,646 1,173,138 40 39,105

4　退職被保険者等高額介護合算療養費
医療保険と介護保険の一部負担金の
合算額が一定額を超えた額の現金給付 100,000 0 0 0 0 0 0

1　一般被保険者移送費 現金給付 100,000 0 0 0 58,433 2 0

2　退職被保険者等移送費 現金給付 50,000 0 0 0 0 0 0

4　出産育児諸費 1　出産育児一時金 1件42万円 54,600,000 38,640,000 1,347 415,484 39,600,490 1,350 416,847 支給件数の減　（R２ 95件　⇒　Ｒ３　93件）

5　葬祭諸費 1　葬祭費 1件5万円 7,000,000 6,000,000 209 50,000 5,150,000 176 50,000 支給件数の増　（R２ 103件　⇒　Ｒ３　120件）

1　一般被保険者結核精神医療給付金 現物給付・現金給付 12,900,000 12,669,564 442 1,088 12,355,626 421 1,085

2　退職被保険者等結核精神医療給付金 現物給付・現金給付 20,000 0 0 0 0 0 0

7　傷病手当金 1　傷病手当金
新型コロナウイルス感染症の影響による
現金給付 1,000,000 1,028,178 36 64,261 519,987 18 519,987

Ｒ２年度から制度が新設された。件数が増となったため
（Ｒ２　１件　⇒　Ｒ３　16件）

1　一般被保険者医療給付費分 東京都への納付金（一般医療分） 3,038,769,000 3,038,768,148 105,951 3,170,550,539 108,103

2　退職被保険者等医療給付費分 東京都への納付金（退職医療分） 1,000 544,066 - 0 0

1　一般被保険者後期高齢者支援金等分 東京都への納付金（一般後期支援分） 1,097,159,000 1,097,158,700 38,254 1,093,376,374 37,280

2　退職被保険者等後期高齢者支援金等分東京都への納付金（退職後期支援分） 1,000 174,233 - 0 0

3　介護納付金分 1　介護納付金分 東京都への納付金（介護納付分） 496,869,000 496,868,115 17,324 444,700,401 15,162

1　特定健康診査等事業費 1　特定健康診査等事業費 特定健康診査等の実施は健康課に執行委任 132,093,000 115,604,024 4,031 108,438,558 3,697
特定健康診査・特定保健指導の実施件数が増加したた
め

2　保健事業費 1　保健衛生普及費
診療報酬請求整備委託料、生活習慣病重症
化予防等 21,242,000 16,463,366 574 12,887,323 439

特定健康診査の未受診者への受診勧奨事業を拡充し
たため

1　一般被保険者保険税還付金及び還付加算金 - 40,000,000 44,465,022 1,550 30,975,531 1,056

2　退職被保険者等保険税還付金及び還付加算金 - 1,000,000 9,300 - 0 0

3　償還金 － 1,000,000 127,355,340 4,440 57,139,417 1,948
国、都支出金等の精算に基づく返還金額が増加したた
め

6　予備費 1　予備費 1　予備費 - 10,000,000 0 0 0 0

合計 - - 12,859,229,000 12,936,363,708 451,043 12,411,449,377 423,166

項 目 費目の説明

令和３年度 国民健康保険事業会計歳出決算（見込）

令和２年度
前年度からの主な増減理由

6　結核精神医療給付金

東京都からの通知による（都が算定時に保険者数が減
少するとともに医療給付費総額が減少すると見込んだ
ことによる）

款

1　総務費

1　総務管理費

2　保険給付費

1　療養諸費

2　高額療養費

3　移送費

令和３年度

5　諸支出金 1　償還金及び還付金

3　国民健康保険事業
費納付金

1　医療給付費分

2　後期高齢者支援金等分

4　保健事業費


